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１　施策の目的と指標
① 対象（誰、何を対象にしているのか）＊人や自然資源等 ③ 対象指標（対象の大きさを表す指標）数字は記入しない

ア
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エ
② 意図（対象をどう変えるのか） ④ 成果指標（意図の達成度の指標）数字は記入しない

３ 総事業費・指標等の実績推移と目標値
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施策
統括課

総務課、福祉総務課、予防・健康担当、都市計画
課、教育総務課
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防災安全課防災対策の推進と危機管理体制の構築
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数値区分 22年度21年度20年度19年度 23年度 26年度25年度24年度単位
見込み値

人
74,303

76,000

佐伯　真

見込み値

実績値 74,251 74,265 74,381

２　第２次基本計画期間（平成２３～２７年度）内における取組内容
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火災は予防できるという観点から、0件とすることを目標としました。
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 基本計画における
施策の目標設定の根拠
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 基本計画における
施策の目標設定の根拠

国立市耐震改修促進計画に基づいて90％を目標としました。

目標値

成果指標

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

上記イと同様の観点から0㎡とすることを目標としました。

体系 具体的な取組内容

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

東京都地域防災計画に基づいて60％を目標としました。

災害対応能力の向上

危機管理体制の構築

第2回国立市市民意識調査の数値の倍増を目標としました。

 基本計画における
施策の目標設定の根拠

住宅の耐震化を促進します。家具の転倒防止器具の設置を促進します。

避難所運営マニュアルの作成を進め、避難所運営体制を強化します。自主防災組織の活動を強化し
ます。

災害時の初動体制の充実を図ります。計画的備蓄を推進していきます。防災訓練の充実を図ります。

各種災害対応マニュアルの作成を進めます。BCPの策定を進めます。

安心なまちづくり

自発的活動の推進

・市民
・事業者
・市内全域

・生命、財産を災害から守ることができる
・被害を最小限に抑えることができる

名称
人口

事業者数

市域面積

名称

ア

イ

施策マネジメントシート 

エ

オ

地震や災害が起こったときに生命・財産が守られると
思う市民の割合

火災件数

火災による消失面積

住宅の耐震化率

家具転倒防止器具を設置している世帯の割合

－１枚目－



４　施策の現状

５　25年度の評価結果
（1） 25年度行政経営方針の取組状況

（2） 施策の成果実績把握と評価
①成果指標目標値達成度（目標値と実績値との比較）

成果指標ア 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標イ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標ウ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標エ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標オ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

成果指標カ 【 】

25年度目標値を達成 未達成 → （ 24年度実績値と比較し成果向上・維持 24年度実績値と比較し成果低下）

② 時系列比較（過去3ヶ年の比較） A（かなり向上）～E（かなり低下）

③ 他自治体との成果実績値の比較 A（かなり高い）～E（かなり低い）

※背景として考えられること

(3) 施策の全体総括（成果実績やコスト、見直しを要する事務事業等）

６　施策の課題・今後の方向性
・災害対策基本法改正に合わせた総合防災計画の見直しを着実に実施する。
・災害時要援護者避難計画を策定する。
・防災備蓄の中で最も重要なトイレの備蓄に努める。
・特定緊急輸送道路沿道建築物の耐震化を推進する。
・災害時要援護者避難支援事業の実施地域の拡大。
・大雪の対策を講じる必要がある。
・東京都帰宅困難者対策条例に基づき市も事業所としての備蓄を行わなければならない。

(1) 施策を取り巻く状況（対象者や根拠法令等）はどう変化しているか？

(2) この施策に対して関係者（住民、議会、事業対象者、利害関係者等）からどんな意見や要望が寄せられているか？

・平成２０年度から年間防災訓練計画を策定して訓練に取り組んでいるが、計画どおりに実施できていない。
・平成２４年度から取り組んできた国民保護計画を策定した。
・平成２１年度から避難所運営マニュアル策定に取り組み、平成２５年度ですべての避難所の運営マニュアルが完成した。
・東京都の新しい被害想定に合わせた防災備蓄を整備していかなければいけない。
・今まで経験の無いほどの大雪に見舞わられ、対応に課題が残った。
・青柳一丁目地区に続き、北二丁目の自治会で災害時要援護者避難支援事業の取り組みが開始された。
・老朽化していた庁舎の非常用発電機の更新工事を行った。

25年度行政経営方針 取組状況

　東日本大震災の教訓を踏まえ東京都が全面的に見直した被
害想定では、多摩直下地震及び立川断層帯地震発生時、国
立市の大部分は震度6強の激しい揺れとなることが想定されて
いる。この新たな被害想定に基づき総合防災計画の見直しを
行う。なお、見直しにあたっては、女性職員や女性消防団員等
を検討委員に加えるなど、女性の視点を盛り込んでいく。また、
被害想定を徹底的に分析し、具体的に被害を減らすための施
策を実施していく。

・総合防災計画の見直しは応急復旧計画がほぼ終了していたが、平
成２５年６月に災害対策基本法の一部改正があり、この改正内容を反
映させる必要が出てきたため見直しが遅れている。
・国民保護計画を策定し、議会に報告した後、市民説明会を実施し
た。
・第二小学校、第八小学校で避難所運営マニュアルが完成し、避難所
となるすべての小・中学校でマニュアルが整備された。
・青柳一丁目地区に続き、北二丁目の自治会で災害時要援護者避難
支援事業の取り組みが開始された。
・木造住宅の耐震化及び緊急輸送道路の沿道建築物の耐震化を実
施した。
・災害医療コーディネーターの配置の検討に入った。
・災害医療センターにおいて市職員（保健師）が震災に対応できるよ
う、引き続き研修を実施した。

・東京都が平成２４年４月に地震の被害想定の見直しを行った。
・東日本大震災を踏まえ、地震に関し市民や事業所等の関心は高い。
・平成２４年度から総合防災計画の見直しに着手している。
・総合防災計画の見直しに合わせ事業継続計画の策定に取り組む。
・平成２５年度に国民保護計画を策定し、公表した。
・新型インフルエンザ対策として、災害対策本部条例を改正し健康危機管理対策本部条例を追加した。
・平成23年6月に庁舎オフィス家具等転倒落下防止ガイドラインを策定した。
・平成25年6月に災害対策基本法の改正があった。

・防災協定の締結先の増加（議会）
・災害用トイレをはじめとする備蓄品の充実（議会・市民）
・耐震化の助成額を増額できないか（議会・市民）

①ア…全小中学校１１校で避難所運営委員会を設置し、避難所運営マニュアルを策定した結果、市民の防災に対する意識が向上している。
①イ・ウ…件数は１件増えているが、焼失面積は非常に少なく、規模も小さいものである。
①エ…住宅の建て替えが順調に推移している。
①オ…東日本大震災から３年経過し、若干防災・減災への意識が薄れた。また、現在の住宅様式上、作りつけの収納が増え、家具の設置自体が減っ
ていることも要因の一つとして推定される。
②…大きな変化はないが、防災意識は高いレベルにある。
③…今まで以上に意識付けをする機会を増やす必要がある。

地震や災害が起こったときに生命・財産が守られると思う市民の割合

火災件数

火災による消失面積

住宅の耐震化率

家具転倒防止器具を設置している世帯の割合

C:成果はほとんど変わらない（横ばい状態）

C:他自治体と比べてほぼ同水準である

－２枚目－


